
外国人学校における保健衛生環境
の把握や、情報発信の在り方

桃山学院教育大学 人間教育学部人間教育学科
准教授：オチャンテ ロサ
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概要

・調査したブラジル人学校について

・ブラジル人学校の役割

・情報の連絡系統、感染防止の対応

・その他の課題
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問題提示→

外国人の子どもや外国人学校、学校における
保健衛生環境の把握や、情報発信の在り方
外国人の子供や保護者、教師に対する保健
衛生に関する普及啓発の在り方、教育との連
携

問題提示→実態を調べ
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滋賀県のブラジル人学校 校調査

サンタナ学園
保育の部は認可外保育園として認定
小中高は私塾扱い

日本ラーチノ学院
各種学校認可
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資源が乏しいブラジル人学校：保護者の実態

「外国人学校」という括りの中で親の人的
資本と経済資本が異なる。学校の経営も大
きく異なる。

単純労働者として製造業で
非正規雇用
コロナで解雇、勤務時間は減る
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多様な学びの場、居場所としてのブラジル人学校

選択される理由
帰国したときに困らないため（デカセギ意識）

母語のスキルを獲得するため。（中学校までは日本
の学校、高等部からブラジル人学校）

仕事で遅くなっても、対応してくれる。必要な時、
代わりに病院に連れて行ってくれる。

日本の学校に適応ができず、またいじめの体験をし
て、寄り添える場所、居場所としての役割
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事務職員業務

日本語対応ができる職員少なくとも一人は存在している。
自治体から届くメール、手紙の対応、
存続のためのプロジェクト（助成金、寄付金、クラウド
ファンディング）
時には語学教師（日本語・英語）、送迎、病院の付き添
い
地域の通訳（特別定額給付金の申請書、ワクチンの予診
票、ワクチン接種予約）
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コロナ以降の対応

感染症対策防止
クラスターを出さない
周りからの差別を懸念（外国人学校への偏見、地域
に迷惑をかけない
子どもの異変が見られたらすぐに病院、対応する。
衛星管理担当を新たに雇い、常に消毒作業などを行う
手洗い設備、トイレ設備、加湿器等の購入
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室内手洗い場
子どもたちの健康も守るためにあらゆる手段、プロジェクトを企画している。自治体、民間企業、市民からの寄付に頼る。
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情報発信での配慮、現場からのお願い

日本語対応ができる事務の負担が大きい。多くの場合、一人業務で
あるため、メールや手紙の対応に追われる
日本人にとっても分かりにくい内容、保健衛生関連の日本語が堅苦
しい、言い回しが多く、フリガナが載っていない。

外国人学校への配慮として、
重要である書類に「Importante」と記されて欲しい
フリガナを振って欲しい
やさしい日本語も視野に
国や自治体に学校の状況を知って欲しい、それを基に担当職員との
コンタクトをとって関係を築く、連携をとっていく

10



明確な方針を示す
新型コロナウイルス感染者情報の連絡系統、感染防止の対応（衛生管理
マニュアル等）の連絡系統について具体的で明確な方針が求められる。

感染者情報（例）
本人・病院での検査⇒保健所⇒市役所⇒市の教育委員会⇒公立学校
外国人学校の場合
本人・病院での検査⇒保健所⇒感染者の保護者⇒外国人学校
本人・病院での検査⇒保健所⇒市役所⇒外国人学校

外国人学校の在学生を把握する必要

*ハローワークの外国人雇用状況の届け出のように、外国人学校や私学
の生徒を市教委に届け出する方法など

11



感染防止対応の情報
文部科学省⇒県教委⇒市教委⇒学校
文部科学省⇒県教委⇒外国人学校

マニュアルなどの情報を提供することは、予防、感染拡大を食い止
めるという観点から市教委または保健衛生部門が広報することもで
きるのではないか。
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その他の課題

• 保健室の有無＞無
• 養護教諭の配置＞無
• 学校医の配置

＞近隣の小児科で毎回行くところは決まっている。
⇒経済的な余裕がない

児童生徒への健康診断の実施の有無＞無
＞コロナ前までは病院からのボランティアによる健康診断の実施
※大津市は1979年から「滋賀朝鮮学園定期健康診断等実施事業補助金」と
いった財政補助をしている。

子どもたちの進路・将来への不安
日本語の習得課題
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おわりに

・移民の子どもたち、そして今後も増え続
ける多様な子どもたちも将来日本の社会を
担っていく一員である。
・コロナ禍において、ますます誰一人取り
残すことのない、子どもの命、健康を第一
に考える方針、対策が重要である。
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¡Muchas gracias! 
Muito obrigada!
Merci beaucoup!

Thank you very much!

ご清聴

ありがとうございまし
た。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

定住外国人支援事業部 責任者

田中 宝紀（たなか・いき）

URL https://www.kodomo-nihongo.com/

MAIL info@kodomo-Nihongo.com Twitter @iki_tanaka

NPOの海外ルーツ子ども支援現場における保健衛生対応状況
YSCグローバル・スクールの現場から

2021年10月25日外国人学校の保健衛生環境に係る有識者会議
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2010年4月 文部科学省「定住外国人の子どもの就学支援事業」（虹の架け橋事業）受託

2013年5月 自立・就労支援事業開始

（厚生労働省認定事業地域若者サポートステーション“サポステ”との連携）

2015年3月 自主事業化（サービスの有料化）

教育支援事業名称を「YSCグローバル・スクール」へ変更

内部奨学金基金制度開始

2016年11月 遠隔教育：「NICO|にほんご×子どもプロジェクト」サービスイン

2018年4月 YSCグローバル・スクールを新施設へ移転

2018年9月 足立区内に事業所を立ち上げ

2020年4月 公益活動法人における海外ルーツ青少年受入推進事業（minc）立ち上げ

足立区困窮世帯の海外ルーツの子ども学習支援事業受託（竹ノ塚へ移転）

2021年4月 あだち・竹の塚教室自主事業化

2021年5月 コロナ対応外国人保護者・海外ルーツの若者等のための緊急就労支援事業

NPO法人青少年自立援助センター
1977年前身となったフリースクール開設。1999年NPO法人化。
困難を有する子ども・若者の自立を支え続けています。
従業員数 140名、東京都福生市（本部）・足立区・板橋区・荒川区・八王子市

◆定住外国人支援事業部：
2010年度立ち上げ。2021年度常勤職員14名、非常勤職員 23名
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拠点：東京都福生市・足立区

【YSCグローバル・スクール／NICOプロジェクト】

■対象者層：6歳以上～就労を目指す若者（30代）まで

（10代が最も多い）

■利用者数：170名（2021年10月20日現在）

内、昼間の通所は50名（不就学、不登校、既卒者等）

■利用形態：通所ベース5割、オンラインベース5割

■ルーツ ：フィリピン、中国、ネパール、ペルー、

ガーナ、ギニア、アメリカなど

■受講料 ：利用コースと回数により、月2,000円～42,000円

■家庭状況：経済的に困難な家庭・ひとり親家庭約3割

→奨学金等による減免・無償化

（クラウドファンディングや寄付金などを活用）
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初回インテーク
・日本語、学習レベルチェック ・相談 ・ガイダンス

日本語サポート
◇初級日本語コース（約2か月）

レベルⅠ：5コマ×20回／レベルⅡ：5コマ×20回

教科学習・進学サポート
◇高校進学準備コース（週5日）
◇フリースクール（週5日）
◇放課後学習（週5日）

えじそんコース
（海外ルーツの障害児・
障害者のための、学習・
社会生活トレーニング）

学校通学サポート
◇地域在籍学校への段階的な適応を支援
◇学校受入れ体制整備支援

日本語能力試験準備
◇日本語能力試験N3コース（週1回）

日本語サポート
◇初級日本語コース

レベルⅢ：5コマ
×8回

併用可

日本語での教科学習
に自信をもって取り組
むことができる

日本語を使って
自らを自由に表現

できる
高校進学

安心して
学校に通える

就学
学校への通学

対象者の発見・誘導（広報、アウトリーチ）

多文化コーディネーター
による伴走支援

◇対象者の環境調整
（教育委員会、学校、関係機関等
との調整、保護者相談等）

◇各種同行支援

◇地域支援者・関係機関等と
の連携

◇教育相談・情報提供
（高校進学、不就学・不登校相談、
情報提供等）

【事業イメージ】

支援出口

併用可

YSCグローバル・スクール（教育支援事業）
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①2020年3月の一斉休校よりリモート教育／リモートワークへ移行開始

②オンライン自習ルームを開設。無償で公開。

③4月6日より、ほぼすべての機能をオンラインへ移行

④4月8日～17日 オンライン春期講習開講

⑤4月20日より、宿題ルームを一般公開

⑥4月15日～21日 海外ルーツの子ども支援団体アンケートを実施

⑥5月7日より、宿題ルームおよび通常カリキュラムをオンラインで提供

⑦オンラインでの通常カリキュラム提供をベースに、週2回の宿題サポートを実施

⑧夏休みオンラインサマースクール、冬休みオンライン冬期講習等を開講

⑨以後、感染状況に応じてリアルーオンラインの割合を随時変更しながら運営

コロナ禍での対応

「リアルでも、オンラインでも」の選択制
＋

感染状況に応じた分散オンライン通所
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コロナ禍での感染対策

入口での消毒、検温、出入り管理簿の設置

パーティションの設置、ICTの活用

写真はすべて©YuichiMori
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7

黙食の呼びかけ、対面ゲームの禁止

コロナ禍での感染対策

多言語健康チェック表の活用（静岡県立大学作成）

出典：静岡県立大学ホームページ「新型コロナ感染症拡大防止対策 - 7言語の健康チェック表を作成」
https://www.u-shizuoka-ken.ac.jp/news/20201127-2/22



8

子どもたちの健康管理
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9

保険加入について

出典 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社「ＮＰＯ活動総合保険のご案内」より
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10
出典 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社「ＮＰＯ活動総合保険のご案内」より
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体制整備に向けて：保健師等による巡回サポートの実施

・人材配置のための予算がない

・すでに負担の大きい職員に兼任させられない

・保健対応のためのスペース、設備がない

・広域（複数自治体）から子どもたちが利用する

・保健所等に研修を受けた担当者を配置

・管轄地域内の外国人学校等を巡回

・職員へのアドバイス、助言

＊ただし、言語障壁への対応に工夫が必要

11

（認可外）外国人学校等の現状 保健師等による巡回サポート

コロナ前のYSCの様子。スペースに余裕がほとんどない状況
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体制整備に向けて：かすたねっとをベースとした多言語保健衛生関連資料の共通利用
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出典：https://casta-net.mext.go.jp/

・ポータルサイトとして利用しやすい

・学校関係文書だけでなく医療機関や民間作成のものなど

保健衛生関連文書を広く集約してはどうか

・外国人学校等にも利活用を推進
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体制整備に向けて：外国人学校等の体制整備支援で保健衛生に取り組めるだけの「余力」を創出

13

外国人学校等の運営資金

■外国人保護者からの月謝（月数万円）

➡すでにギリギリ支払ってもらえる金額に。

➡これ以上の負担増は難しい。

■助成金等

➡単年度、1回切りの申請のものがほとんど。審査に落ちれば次がない

➡助成金申請書作成などに高度なノウハウ、語学力をもとめられる

■寄付金等

➡卒業生からの寄付やクラウドファンディング等による一般寄付は、

学校ごとのネットワーク、努力である程度集められる

➡活用年数に上限はなく、子どもたちのために学校の裁量である程度

自由に活用可能

外国人学校の運営基盤構築支援

■ファンドレイザーによる研修、伴走支援

➡外国人学校側の資金調達能力を含む、運営基盤を強化

➡寄付金額増加による「余力」の創出

■寄付金に対する税制優遇措置対象の拡大

➡指定寄付金・特定公益増進法人への寄付金に対する税

制優遇の対象は、欧米系のインターナショナルスクールに事

実上限定されている。（出典：文部科学省告示第59号 2003.3.31）

➡外国人学校等へその対象を広げることで、寄付金によ

る財政基盤の構築をサポートできる＋学校側もさらなる寄付

者の獲得につながり、保健衛生への持続可能な取り組みにつ

ながる。

28



AMDA国際医療情報センター

• AMDAのメンバー5人が100万円ずつ出し合って1991年4月に東
京に設立

• 当初の目的は宗教や政治にかかわりなく、外国人の医療・医事
相談を7か国語の無料電話相談として受け、外国人を支援する
だけでなく、結果的に我が国における外国人をめぐる医療のト
ラブルを未然に防ごうという狙いがあった。

• しだいに外国人患者を迎えた医療機関を始めとして日本側の人
たちからの相談も増え、これらの相談にも正式に応じるように
なった。
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・理事長 小林 米幸
医療法人社団小林国際クリニック院長・理事長
公社)大和市医師会顧問
公社)神奈川県医師会裁定委員
公社)日本医師会代議員・同外国人医療対策委員会委員

・副理事長 中西泉
医療法人社団慶泉会町田慶泉病院理事長
一社)東京都病院協会理事
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AMDA グループ

・特定非営利活動法人AMDA・・・岡山市
主な業務・・国際緊急医療救援

・特定非営利活動法人AMDA国際医療情報センター・・東京都
主な業務・・国内外国人医療支援

・特定非営利活動法人AMDA社会開発機構・・・岡山市
主な業務・・発展途上国開発支援・・岡山市

・AMDA INTERNATIONAL ・・海外30か国
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AMDA国際医療情報センターの業務
・特定非営利活動法人としての業務

1. 多言語無料電話相談・無料電話通訳(医療機関の要請による)
2. 自治体等からの予診票、説明書等の翻訳
3. 外国人の新型コロナに関する電話相談(令和2年度日本医師会

助成事業)
・受託事業としての業務

1. ひまわり外国語対応(5言語)・・平成4年より継続中 財)東
京都福祉健康財団より

2. エイズ外国人対応事業・・令和元年終了 神奈川県より
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資料２ 

 

今後のスケジュール（案） 
 

 

 

第６回 １０月２５日（月）１０：３０～１２：００（今回） 

○有識者ヒアリング 

 

 

第７回 １１月２４日（水）１１：００～１２：３０ 

 ○有識者ヒアリング 

 ○外国人学校の保健衛生に関する追加調査の結果報告 

 ○最終とりまとめ骨子（案）について議論 

 

 

第８回 １２月２２日（水）１１：００～１２：３０ 

○最終とりまとめ（案）について議論 
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